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　奈良県産業振興総合センターでは、経済産業省：平成25年度補正予算事業「地域オープン
イノベーション促進事業」により、スマートサーモアナリシスシステムを導入しました。本装置は、
プラスチック材料の高度化を総合的に判断するため、複数の熱的特性を測定するものです。測
定を行うための４つのモジュールとそれらを制御するワークステーションからなります。新材料
の開発など多くの県内企業の皆様のご利用をお待ちしております。（詳しくは本文5ページを
ご覧下さい。）

平成26年度新規導入機器：スマートサーモアナリシスシステム (熱分析装置) 
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H27奈良県産業振興総合センター組織概要
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ものづくり支援係

県 内 消 費 推 進 係商業・サービス産業課

基盤技術・ソリューショングループ

バイオ・食品グループ

ライフマテリアルグループ
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経営相談、新事業展開、創業支
援、販路開拓支援、総務

商店街の活性化、魅力あるお店
づくり推進

機械・金属材料製品等の製造、加
工、評価、振動、精密測定、情報関
連技術に係る技術開発・指導・相談

食品等の製造､加工､評価､品質
等に関する技術開発･指導･相談

リビングサイエンス先導的研究開発グループ リビングサイエンス先導的研究
開発分野、電気電子技術、高分子
材料、食品の製造・加工に関する
技術開発･指導･相談

繊維毛皮革・高分子製品等の製
造、加工、評価、品質管理・デザイ
ン等に関する技術開発・指導・相
談

適正計量の推進、計量関連事業
の登録・指導、計量器の検定・検
査、商品量目の調査・指導

技術相談、ものづくり支援
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 Ｈ２７奈良県産業振興総合センター事業概要（技術支援関連抜粋）

 

県
内
中
小
企
業
の
技
術
支
援 

技術相談・依頼
　　　　試験の充実

適正計量の
　　　　　 推進・啓発

人材養成の推進

研究開発の重点化

産学官連携の推進

依頼試験研究指導等事業
企業から依頼された試験・分析や、技術相談・指導並びに
機器利用。
小規模企業巡回支援事業
職員が企業を訪問し、技術支援や相談を実施する。

研究者養成研修事業
県内企業の技術者を受入れ、研究開発に対応できる人
材の養成を支援する。

「Living Science」先導的研究開発事業
生活の質、安全を向上し豊かなくらしを生み出す技術を
先導的に研究する。
漢方の製品化に向けた研究事業
トウキの地上部（葉）の食品分野への活用を見据えた研
究。
研究開発評価運営事業
研究開発評価制度に基づいて採択された研究開発テー
マを実施し技術シーズの蓄積を図る。
研究員技術力向上事業
県内技術ニーズの多様化への的確な対応等のため、研
究員を大学等研究機関へ一定期間派遣し、技術力の向
上を図る。
研究開発用備品設置事業
研究開発評価制度による研究開発用の設備機器を設置
し、企業の技術支援の基盤強化を図る。
受託・共同研究推進事業（企業、国）
企業から委託された研究課題や競争資金による提案公
募型の産研学連携の研究開発を行う。

適正計量の推進と計量思想の普及・啓発及び啓蒙
計量法に基づく計量器の適正検定・検査とその関連業
界への計量思想の普及・啓発及び啓蒙を行う。

知的財産戦略推進事業委託
知的財産の創造・保護・活用の促進、知的財産の保護等
に携わる主体となるべき人材の育成と企業意識の啓発
を図る。

学研都市研究成果活用支援事業
公益財団法人　関西文化学術研究都市推進機構で創
出される優れた研究成果や技術情報等を活用して県産
業界の活性化を図る。

奈良高専技術情報活用支援事業
国立高等専門学校機構　奈良工業高等専門学校で創
出される優れた研究成果や技術情報等を活用して県産
業界の活性化を図る。
ものづくり人材育成・確保事業
県内ものづくり中小企業が優秀な人材を育成・確保でき
るよう各種事業を実施する。
(新)地域研究共同体形成促進事業
主要な地域産業による県内異業種間での研究共同体の
形成を促進する。

ものづくり高度化促進ＩＴ人材育成事業
県内企業における3次元CAD関連の設計技術者育成を
支援する。

ものづくりオープンラボ事業
企業の技術者がセンター設備を使用し、実用化・商品化
のための研究開発支援を行う。

工業製品品質向上対策機器整備事業
設備機器の整備拡充を図ることで、県内企業の品質向
上活動を支援し、市場競争力強化に寄与する。

皮革産業支援事業
皮革産業界の活性化を図るため、業界の技術的諸問題
の解決を行う。
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Living Science研究紹介　～（住）～
生活・産業技術研究部　総括研究員　林　達郎

〃　　　　　主任研究員　梅本博一
〃　　　　　主任主事　重本憲佑

1．衝撃吸収クッション材の開発
 近年、高齢者において介護が必要となっ
た主な原因として、骨折・転倒が挙げられ
ており、転倒事故による骨折リスクの低減
は『住』（生活）品質の向上に不可欠な課
題です。
　そこで衝撃緩和材として発泡樹脂に着
目し、転倒事故による骨折リスク低減に効
果のあるクッション材に関する研究開発
を、県内企業と協力して進めています。平
成２６年度は、次の項目について評価を実
施しました。
　・衝突挙動の把握（変位、加速度）
　・衝撃緩和（荷重）
　・耐久性（へたり量）
　その結果、発泡樹脂の種類によって衝
撃緩和性能に違いがあることや、大腿骨頸
部骨折対策に有効なクッション材として適
用できる発泡樹脂を特定しました。さらに、
クッション材として使用するために必要な
耐久性についても成果を得ることができま
した。
　ここで、評価を実施するために試作した
実験装置を下図に示します。（模擬骨（木）
を荷重計へ落下させ、各発泡樹脂を荷重
計の上に敷いた状態で衝撃荷重緩和性能
及び衝突挙動を評価します。）
　今後も引き続きクッション材に必要な性
能に関する評価に取り組む予定です。

（梅本、重本）

2．電磁遮蔽材料の開発
　スマートフォンやタブレットはもちろん、
最近ではワイヤレススピーカーやWi-Fiカ
メラなどにも電波通信機能が搭載されて、
人気を博しています。一方、過密に電波が
利用される状態では通信速度の低下や通
信不良が発生する恐れがあり、情報漏えい
の恐れも否定できません。
　そこで、近く到来するワイヤレス時代を
見据えて、不要な電波を遮るなどの機能を
もつ電磁遮蔽材料の研究開発を進めてい
ます。将来、生活空間そのものに遮蔽材料
が適用できれば高い効果が得られること
から、土木建築の分野で汎用性が高いモ
ルタルをベースにした材料試作を行ってい
ます。平成２６年度はモルタルに導電性の
高い炭素粉末を添加した試験体を試作し
て、含水状態が異なる条件下の電磁遮蔽
特性について実験を行いました。
　結果として、導電性の炭素粉末を添加し
た試験体では10～25mm程度の厚みの
モルタルでも電磁遮蔽性が向上すること
がわかり、最適な炭素添加量などについて
各種の基礎知見を得ることができました。
　研究開発に際し、下図に示すような
GHz帯における材料の電磁遮蔽特性を測
定する装置も開発しましたので、ご関心を
お持ちの際はお問い合わせください。　

　　（林）

当センターでは「衣」「食」「住」の３つの分野において、「安心」「安全」「快適」をテー
マに生活の質を向上するLiving Science先導的研究開発事業に取り組んでいます。
今回は「住」分野の研究事例をご紹介します。

支点 模擬骨

送信アンテナ

受信アンテナ
荷重計

落
下
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新規設備紹介:地域オープンイノベーション促進事業
ー スマートサーモアナリシスシステム ー

　奈良県産業振興総合センターでは、経済産業省平成25年度補正予算事業「地域オープンイノベー

ション促進事業」を活用して、スマートサーモアナリシスシステムを導入しました。本装置は示差走査熱

量計（DSC)、示差熱熱重量同時測定装置（STA)、熱機械的分析装置（TMA)、粘弾性測定装置

（DMA)の４モジュールから構成される熱分析システムです。DSCおよびSTAにオートサンプラーを

装備、DSCは電気冷却装置による低温測定が可能です。

　本機器は、新材料開発などに活躍出来るものと期待しており、多くの県内企業の皆様のご利用をお

待ちしております。なお、機器の仕様等については、以下に記載します。

（担当：生活・産業技術研究部 ライフマテリアルグループ）

装置のメーカー／型番

装置全体図

㈱日立ハイテクサイエンス / TA7000

主な測定対象

主要諸元

・DSC：融解、ガラス転移、結晶、熱履歴、反応
・STA：蒸発・昇華、熱分解・脱水
・TMA：熱膨張・熱収縮、軟化、熱履歴
・DMA：ガラス転移、結晶化、反応、熱履歴
　　　　　　　　　　　　　　　　　など

示差走査熱量計 （DSC7000X)
熱計測方式
温度範囲

プログラム速度
測定範囲
RMSノイズ/感度
オートサンプラー
試料観察

非接触伸び計
型式 TRViewX240S
視野 伸び：240mm
 幅　：180mm
精度 ±0.5%（常温）

材料試験用ソフト
ソフトウェア ＴＲＡＰＥＺＩＵＭ　Ｘ

非接非接非接非接非接非接非接非接非接非接非接非接非接非接非接接触伸触伸触伸触伸触伸触伸び計びびび
型式型式型式型式 TRVTRVR iewX22424224X2422 0S0S0S0S0S0SSSSSSSSSS
視野視野視野視野視野視野視野視野視視視野視視視 伸び：伸びび：び：びび：びび：び：び：び：びびびびび 2402404242422422224224 mmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmm

幅幅幅幅幅幅幅幅幅幅幅幅幅幅 ：18：18：18：：11888：18：18：18：180mm0mm0mm0mm0mm0mm0mm0mm0mm0mm0mm0mm0m0m0m0m
精度 ±±±±0.±0.±±± 5%（%（（5%（（（常温）常温）常温）温）常温）常温）常温）常温）常温）常温）常温）常温）温）温）））

材料材料材料材料材料材料材料材料材材料材料材料材料材材材材 試験試験試験試験試験試験試験試験用ソ用ソ用ソ用ソ用ソ用ソ用ソソソ用ソ用ソソ用ソソフフフフフトフトフトフトフトフトフトフフトフトフフトフト
ソフトソフトソフトソフトソフトソフトソフトソフトソフトソフトソフトソフトソフトソフトフトフトトウェアウェアウェアウェアウェアウェアウェアウェアウェアウェアウェアウェアウェアウェアェェェ  ＴＲＡＰＥＡＰＥＡＰＥＰＥＥＺＩＵＺＩＵＺＩＵＺＩＵＺＩＵＩＵＵＭ　Ｘ

-150℃～725℃（ガス冷却）
-80℃～500℃（電気冷却）
0.01～100℃/min
±100mW
0.05μW/0.1μW
最大５０個
リアルビュー搭載（CCDカメラ）

熱流速型

主要諸元

示差熱熱重量同時測定装置 （STA7300)
温度範囲
TG範囲
プログラム速度
TG RMSノイズ/感度
オートサンプラー

±400mg
0.01 ～ 100℃/min
0.1μg/0.2μg
最大５０個

室温 ～1500℃

熱機械的分析装置 （TMA7300)
温度範囲

TMA範囲
プログラム速度
TMA RMSノイズ/感度
荷重範囲(分解能)

0.01 ～ 100℃/min
±5mm

0.005μm/0.01μm
±5.8N(9.8μN)

室温～1500℃(アルミナ製プローブ）
室温～600℃（石英製プローブ）

粘弾性測定装置（DMA7100)
計測方式
温度範囲
周波数
測定範囲

-150～600℃
引張、曲げ、ずり

0.01～200Hz（正弦波振動）
105～1012Pa（引張、曲げ）
103～109Pa （ずり）

DMA TMA STA DSCデータ処理装置
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知的財産相談会（無料）のご案内

1．「知財総合支援窓口」開設
( 一社 ) 奈良県発明協会では、知的財産

（特許・意匠・商標・開発契約等）に関す
る無料相談会を開催しています。「特許等取
得活用支援事業（奈良県）」(近畿経済産業
局の委託事業 )として「知財総合支援窓口」
を開設し推進しています。
　2．「特許等取得活用支援事業」推進
中小企業等が企業経営の中で抱えるアイ

デア段階から事業展開までの知的財産に関
する悩みや課題を一元的に受付け、知的財
産に携わる様々な専門家や支援機関と協働
してその場で解決を図るワンストップサービ
スを提供し、多くの中小企業等の知的財産活
用・事業化促進につなげ、地域の活性化を
図ることを目的としています。
(1) 知財支援体制
窓口には、相談内容を的確に把握し適切

な解決方策を導き出す専門の知財支援人材
「窓口支援担当者」（３名）が常駐し、特許等に
関する無料相談に応じています。案件によっ
ては、弁理士・弁護士等の適切な専門家（１
５名体制）を活用し、きめ細かな対応と具体
的に課題解決に当たります。
推進体制図（概要）を示します。

相談会は、県、商工会議所・商工会関連
の産業展示会等での臨時開設も計画してい
ます。
(2) 支援内容
1) 窓口支援担当者による支援
　①特許制度や出願手続きの説明
　②知財に関する各種支援施策の説明
　　③特許情報プラットフォーム活用支援

　　④知的財産意識の啓蒙支援
2) 適切な知財専門家を活用した協働支援
　①開発技術のオープン・クローズ戦略支援
　②知財権登録性の判断支援
　③知財戦略・事業化プラン策定支援
　④海外展開（外国出願等）支援
　⑤ライセンス契約・技術移転支援
　⑥模倣品・侵害訴訟対応支援

(3) 訪問による支援
　開設している窓口に出向くことができない利
用者や、自社設備等を前にした相談を希望され
る利用者などを支援するために、直接中小企業
（個人事業主含む）を訪問し、知的財産の取得か
ら活用までの相談支援も行います。

3．知的財産相談会（無料）
　①奈良市会場
　　・（一社）奈良県発明協会にて
　　・平日　 9:00 ～ 17:00
　　・知財専門家（弁理士）相談
　　　毎週水曜日（第１～４）および
　　　毎週木曜日：13:00 ～ 16:00
　　・知財専門家（弁護士）相談
　　　毎月第４金曜日：13:00 ～ 16:00
　②大和高田市会場
　　・大和高田商工会議所会議室にて
　　・毎週火曜日：13:00 ～ 16:00
　　　知財専門家（弁理士）相談も同日
※相談会参加には事前予約が必要です。
【ご連絡先】TEL：0742-35-6020
■統一コンセプトで発信しています。

知財総合支援窓口 （奈良市）

外部支援窓口 （大和高田市）

近畿経済産業局
特許室

工業所有権情報・
研修館（INPIT）

事務局
（管理者・経理担当）

窓口支援担当者
（3名）

知財アドバイザ
（3名）

知財専門家
（12名）

窓口支援担当者

知財専門家

（一社）奈良県発明協会　知財総合支援窓口
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7技術の相談はお気軽に奈良県産業振興総合センターへ（Tel ０７４２-３３-0863）

奈良県産業振興総合センター　なら技術だよりＮｏ.163（2015.6）

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）の活用

　工業所有権情報・研修館（INPIT）では、平成27年3月23日（月）より、新たな特許情報（実
用新案、意匠、商標を含む）提供サービス「特許情報プラットフォーム（略称：J-PlatPat）」を
提供しています。（特許電子図書館（IPDL）のサービスは終了しています。）
　特許情報プラットフォームでは、明治以降に発行された特許・実用新案・意匠・商標の公報
類約10,030万件と、その関連情報が検索できます。また、ユーザーが求める特許情報を効率
的に提供できるよう、検索機能やユーザーインターフェースの充実、J-GLOBAL（科学技術
総合リンクセンター）や中韓文献翻訳・検索システム（中国語文献及び韓国語文献の機械翻
訳文の全文テキスト検索が可能）等の外部サービスとの連携、「色彩」や「音」等の新しいタ
イプの商標へも対応しています。

　新製品のアイデアを出したい時、先行技術を調べることによりアイデアのヒントになりま
す。また、特許・意匠・商標等の出願前に先行技術がないか調べることにより、無駄な出願を避
けることができます。さらに、事業化に際して他人の権利を侵害しないか確認することができ
ます。その他、さまざまな利用方法があります。
　特許情報プラットフォームの活用・検索方法等について、お気軽に「知財総合支援窓口」に
ご相談ください。
　【ご連絡先】　TEL：0742-35-6020

（一社）奈良県発明協会　知財総合支援窓口

 

　特許情報プラットフォームの
URL は、https://www.j-
platpat.inpit.go.jp/です。
検索機能は以下の画面を参照
　サイトマップ「①」をクリックす
ると、下記画面に変ります。リン
クが貼られており、各項目が選
択できます。

①
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平成27年度　研究者養成研修事業募集のご案内

奈良県産業振興総合センター　なら技術だよりＮｏ.163（2015.6）

募集

　奈良県産業振興総合センターでは中小企業の技術支援の一環として、企業の技術者、研
究者の人材養成を推進しています。この事業は県内中小企業の研究者、技術者等の皆様が、
当センターにおいて職員と共同で各企業の技術的課題に取り組み、創造的な研究開発に対
する能力を高めていただくことを目的としています。研修は研究活動を通じて企業ニーズに
沿った技術を修得する方法で、職員とマンツーマンで技術課題の問題解決を図ります。以下
に示す内容で受講者を募集します。

【募集テーマ名・募集人員・日数】

【対 象 者】
　県内の中小企業者又はその従業員で、研究テーマに関連する専門分野で５年以上の実務経験を

有している方、若しくは理事が特に認める方。

【研修期間】
　　研修期間は、平成２７年６月下旬から平成２８年３月末までのうち適当な期間。

【受 講 料】
　　無　料

【申込期間】
　　平成２７年 ５月２５日（月）～  ６月 １５日（月）　（必着）

【申込方法】
　研修に参加をご希望される企業は、申込書（第1号様式）によりお申し込みください。なお申込書

は奈良県産業振興総合センターホームページからダウンロードできますのでご利用下さい。

　　（ URL: http://www.pref.nara.jp/1751.htm ）

●申込み・問い合わせ先： 奈良県産業振興総合センター　ものづくり支援係　担当：玉置

TEL： 　0742-33-0863     　FAX： 　0742-34-6705

E-mail:   sangyosinko@office.pref.nara.lg.jp

募集テーマ名

食品分析技術研修

繊維製品高機能化研修

募集人員

１名

１名

日数

２５日程度

２５日程度
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